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シングラー株式会社 第６期

(単位:円)

金　額 金　額

流動資産 15,839,292 流動負債 270,111,041 

現金及び預金 234,690 短期借入金 253,715,133 

売掛金 14,691,380 未払金 11,376,117 

前払費用 480,297 未払法人税等 120,000 

未収入金 432,925 契約負債 308,000 

預り金 33,891 

固定資産 159,234,004 未払消費税 4,557,900 

　有形固定資産 300,126 負債合計 270,111,041 

工具器具備品 300,126 

　無形固定資産 158,419,542 株主資本 △ 95,037,745 

ソフトウェア 158,419,542 　資本金 200,000 

　利益剰余金 △ 95,237,745 

　投資その他の資産 514,336 その他利益剰余金 △ 95,237,745 

差入保証金 380,800 繰越利益剰余金 △ 95,237,745 

長期前払費用 133,536 

純資産合計 △ 95,037,745 

資産合計 175,073,296 負債・純資産合計 175,073,296 

（純資産の部）

貸　借　対　照　表
（2022年３月31日現在）

科　目 科　目

（資産の部） （負債の部）



シングラー株式会社 第６期

(単位:円)

売上高 127,934,451 

売上総利益 127,934,451 

販売費及び一般管理費 131,111,509 

営業損失 △ 3,177,058 

営業外収益

受取利息及び配当金 6 

その他 20,271 20,277 

営業外費用

支払利息 3,556,969 

その他 53 3,557,022 

経常損失 △ 6,713,803 

税引前当期純利益 △ 6,713,803 

法人税、住民税及び事業税 120,000 120,000 

当期純利益 △ 6,833,803 

損　益　計　算　書
（自 2021年４月１日　至 2022年３月31日）

科　目 金　額



シングラー株式会社 第６期

(単位:円)

金　額

役員報酬 8,370,000 

給与手当 28,329,098 

法定福利費 5,397,818 

福利厚生費 49,615 

広告宣伝費 5,777,479 

業務委託料 22,658,258 

地代家賃 2,820,000 

減価償却費 37,873,663 

消耗品費 1,646,574 

通信費 975,421 

会議費 353,355 

旅費交通費 544,223 

通勤交通費 113,259 

水道光熱費 98,894 

通信費 12,925,747 

研修費 396,577 

支払手数料 305,302 

新聞図書費 191,426 

諸会費 28,750 

繰延資産償却 33,552 

交際費 507,308 

その他 1,715,190 

合計 131,111,509 

販売費及び一般管理費の明細
（自 2021年４月１日　至 2022年３月31日）

項　目



シングラー株式会社 第６期

(単位:円)

2021年４月１日残高 200,000 ― △ 88,403,942 △ 88,403,942 △ 88,203,942 

事業年度中の変動額

当期純利益 ― △ 6,833,803 △ 6,833,803 △ 6,833,803 

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― ― ― △ 6,833,803 △ 6,833,803 ― △ 6,833,803 

2022年３月31日残高 200,000 ― ― ― ― ― △ 95,237,745 △ 95,237,745 ― △ 95,037,745 

2021年４月１日残高 ― △ 88,203,942 

事業年度中の変動額

当期純利益 ― △ 6,833,803 

事業年度中の変動額合計 ― ― △ 6,833,803 

2022年３月31日残高 ― ― △ 95,037,745 

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
（自 2021年４月１日　至 2022年３月31日）

株主資本

資本金

資本準備金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益
剰余金

株主資本

純資産合計その他
有価証券

評価差額金

評価・換算
差額等合計



 

個別注記表 

(自 2021年４月１日   至 2022年３月31日)  

 

 

(重要な会計方針に関する事項の注記) 

 

１. 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産  定額法 

 

主要な耐用年数 

器具及び備品      ４年 

 

無形固定資産    定額法 

主要な耐用年数 

自社利用のソフトウェア ５年 

 

２. 収益の計上基準 

 当社の顧客との契約から生じる収益について、以下のステップを適用することにより認識しております。 

ステップ１：顧客との契約を識別する。 

ステップ２：契約における履行義務を識別する。 

ステップ３：取引価格を算定する。 

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。 

ステップ５：履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する。 

 

なお、各事業の収益認識の詳細は、「(収益認識に関する注記)売上収益」に記載しております。 

 

３. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 

 

 

 (株主資本等変動計算書に関する注記) 

 

発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 
当事業年度期首 当事業年度 当事業年度 当事業年度末 

株式数 増加株式数 減少株式数 株式数 

普通株式 2,000株 ― ― 2,000株 

 

 

 

 



(収益認識に関する注記) 

売上収益 

収益を理解するための基礎となる情報 

 

人材分析プラットフォーム事業   

 当社が開発した人材分析プラットフォームである「HRアナリスト」を通して、以下の収益を得ており

ます。 

１． 当社の親会社であるパーソルキャリア株式会社のキャリアアドバイザー(転職希望者に対してサポ

ート業務を行う者)が「HRアナリスト」を利用する際、利用実績に応じて利用料を得ております。 

２． 当社の親会社であるパーソルキャリア株式会社が提供するインターネットサイト上で、「HRアナリス

ト」を提供する対価として、ライセンス利用料を得ております。 

３． 社員の採用を希望する顧客に対して「HRアナリスト」を提供することで、サービス提供料を得てお

ります。 

「HRアナリスト」について、契約で定められた期間に渡り、保守提供の義務を負っております。当該

履行義務は、１．については役務の提供が完了する毎月ごとに収益を認識し、２．３．については、時

の経過につれて充足されるため、当該契約期間に応じて均等按分し収益を認識しております。 

なお、２．３．について受領する顧客からの前受金は契約負債に計上しております。 

取引の対価は履行義務の充足時点から概ね１か月で支払いを受けており、対価の金額に重要な金融要

素は含まれておりません。 


